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(57)【要約】
高周波数超音波を分析するための膜ハイドロホンが、膜
の表面上に作成される電極パターンを伴う圧電膜を有す
る。一実施形態では、電極パターンは、ハイドロホンの
活性面積を除いて、膜の各側上で二重になる。一実施形
態では、電極は、レーザパルスを用いて膜上の導電性コ
ーティングを除去することによって形成される。レーザ
は、活性面積内の電極を正確に整合させるために、膜の
同一の側からの圧電膜から導電性コーティングを除去す
るように設定される。一実施形態では、ハイドロホンの
活性面積は、９００～１０，０００平方ミクロンの範囲
内の面積を有する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　高周波数超音波トランスデューサからの音響エネルギーを測定するための膜ハイドロホ
ンであって、
　フレームと、
　第１の側と、前記フレームによって支持される第２の側とを有する圧電膜であって、前
記圧電膜は、前記圧電膜の両側上に導電性材料を含む、圧電膜と、
　前記導電性材料内に形成された第１および第２の電極パターンであって、前記第１およ
び第２の電極パターンは、前記圧電膜の対向する側上で相互に重複し、前記ハイドロホン
の活性面積を画定する、第１および第２の電極パターンと、
　を備え、
　前記第１の電極パターンは、前記圧電膜の両側上に作成され、前記活性面積内を除いて
相互に重複し、
　前記第２の電極パターンは、前記圧電膜の両側上に作成され、前記活性面積内を除いて
相互に重複する、膜ハイドロホン。
【請求項２】
　前記圧電膜の各側上の第１の電極パターンは、電気的にともに結合される、請求項１に
記載の膜ハイドロホン。
【請求項３】
　前記圧電膜の各側上の第１の電極パターンを電気的に結合する、１つまたはそれを上回
る導電性ビアを前記圧電膜内にさらに備える、請求項２に記載の膜ハイドロホン。
【請求項４】
　前記ハイドロホンの活性面積によって生産される信号を増幅するために、緩衝増幅器を
さらに備え、前記緩衝増幅器への入力は、前記膜上の電極パターンに容量的に結合される
、請求項１に記載の膜ハイドロホン。
【請求項５】
　レーザを用いて前記圧電膜に切り込まれた少なくとも１つの位置合わせ特徴をさらに備
える、請求項１に記載の膜ハイドロホン。
【請求項６】
　前記ハイドロホンの活性面積は、１，６００平方ミクロンを下回る面積を有する、請求
項１に記載の膜ハイドロホン。
【請求項７】
　前記ハイドロホンの活性面積は、９００平方ミクロンを下回る面積を有する、請求項１
に記載の膜ハイドロホン。
【請求項８】
　高周波数超音波トランスデューサからの音響エネルギーを測定するための膜ハイドロホ
ンを作製する方法であって、
　フレームを横断して圧電膜を延伸させるステップと、
　前記圧電膜の第１および第２の側に導電性層を適用するステップと、
　前記ハイドロホンの活性面積内で重複する第１および第２の電極パターンを作成するた
めに、前記圧電膜上の導電性層の一部を選択的に除去するステップと、
　を含み、
　前記導電性層は、前記導電性層の一部を除去するために前記導電性層にレーザエネルギ
ーを印加し、前記圧電膜をそのままの状態に保つことによって除去される、方法。
【請求項９】
　前記導電性層は、
　前記膜の第１の側上に第１の電極パターンを作成するために、前記圧電膜の第１の側上
の導電性層にレーザエネルギーを印加するステップと、
　前記圧電膜の第２の側上に第１の電極パターンを作成するために、前記圧電膜の第１の
側に、前記導電性層が前記圧電膜の第１の側から除去された場所においてレーザエネルギ
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ーを印加するステップであって、前記圧電膜の第１および第２の側上の第１の電極パター
ンは、前記ハイドロホンの活性面積内を除いて相互に重複する、ステップと、
　によって選択的に除去される、請求項８に記載の方法。
【請求項１０】
　前記導電性層は、スパッタリングツールを用いて適用される、請求項８に記載の方法。
【請求項１１】
　前記電極は、前記導電性層の一部が前記レーザを用いて前記圧電膜から除去された後、
化学エッチを前記圧電膜に適用することによって作成される、請求項８に記載の方法。
【請求項１２】
　前記電極は、レジスト層のレーザパターン化および化学エッチの組み合わせを用いて、
前記圧電膜から前記導電性コーティングを除去することによって作成される、請求項８に
記載の方法。
【請求項１３】
　前記圧電膜の各側上の電極パターンを電気的に接続するために、導電性ビアを前記圧電
膜内に作成するステップをさらに含む、請求項８に記載の方法。
【請求項１４】
　前記導電性層を適用するステップに先立って、前記ハイドロホンの活性面積を除いて、
前記膜の圧電特性を低減させるように前記圧電膜の面積を処理するステップをさらに含む
、請求項８に記載の方法。
【請求項１５】
　前記圧電膜上の第１および第２の電極パターンにある電圧を印加することによって、前
記膜の活性面積をスポットポーリングするステップをさらに含む、請求項８に記載の方法
。
【請求項１６】
　高周波数超音波トランスデューサからの音響エネルギーを測定するための膜ハイドロホ
ンであって、
　圧電膜と、
　前記圧電膜の１つの表面上の第１の電極と、
　前記圧電膜の別の表面上の第２の電極であって、それによって、前記第１および第２の
電極は、直径が１０～３０ミクロンの面積内で重複する、第２の電極と、
　前記圧電膜を通して切断され、前記圧電膜が電極パターン化ツールと整合されることを
可能にする、少なくとも１つの位置合わせ特徴と、
　を備える、膜ハイドロホン。
【請求項１７】
　高周波数超音波トランスデューサからの音響エネルギーを測定するための膜ハイドロホ
ンであって、
　圧電膜と、
　前記圧電膜の１つの表面上のいくつかの電極と、
　前記圧電膜の別の表面上のいくつかの電極であって、それによって、前記表面上の電極
は、グリッドパターンの活性面積内で重複する、いくつかの電極と、
　を備える、膜ハイドロホン。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
（関連出願）
　本願は、２０１６年２月１９日に出願された米国仮出願第６２／２９７，７６３号およ
び２０１５年８月１８日に出願された第６２／２０６，８０８号の利益を主張するもので
あり、これらは全体として参照により本明細書中に援用される。
【０００２】
（技術分野）
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　開示される技術は、超音波トランスデューサを試験するためのハイドロホンに関し、特
に、高周波数超音波トランスデューサを試験するために使用されるハイドロホンに関する
。
【背景技術】
【０００３】
　超音波撮像は、音響エネルギーのいくつかの短パルスをトランスデューサから着目領域
に送信し、対応するエコー信号内に含有される情報を収集することによって動作する。図
１Ａは、可変電圧が要素を横断して供給されると、振動し、超音波音響信号を生産する、
いくつかの個々のトランスデューサ要素１２（縮尺通りに描かれない）を有する、簡略化
された超音波トランスデューサを示す。要素はまた、要素が音響エネルギーを受信すると
、電子信号を生産する。要素１２は、典型的には、１つまたはそれを上回る合致層１４お
よび固定レンズ１６を含む、１次元アレイまたは２次元アレイにおいて配列される。駆動
信号がトランスデューサ要素のそれぞれに印加される振幅および時間を注意深く選択する
ことによって、音響信号は、強め合うよう組み合わせられ、所望の場所に集束帯を伴うビ
ームを形成する。トランスデューサの動作周波数が増加するにつれて、集束帯のサイズ（
多くの場合、米粒の形状）は、減少する。例えば、１５ＭＨｚ中心周波数において、集束
帯のサイズは、約５００×３００μｍである。３０ＭＨｚにおいて、集束帯のサイズは、
約２８０×１５０μｍに降下し、５０ＭＨｚにおいて、集束帯のサイズは、２００×１０
０μｍを下回る。超音波アレイに加えて、超音波信号はまた、図１Ｂに示されるような単
一要素トランスデューサ１７によって生成されることができる。
【０００４】
　超高周波数（ＵＨＦ）診断超音波は、臨床前および臨床産業の両方において、過去１０
年で大幅に進歩しており、７０ＭＨｚを上回る上側コーナ周波数を有する５０ＭＨｚ中心
周波数アレイを伴うシステムが、導入されている。ＵＨＦ超音波のより高い分解能および
帯域幅からもたらされる、多くの新しい科学的および医学的可能性が、探求されることが
できるが、しかしながら、新しい用途および能力とともに、新しい試験および特性評価の
課題が、生じている。当業者が理解するであろうように、トランスデューサが周波数にお
いてより高くなるにつれて、波長が、適宜減少し、水中の音波の非線形伝搬等の種々の他
の機構が、ますます一般的になっている。現在、科学的に、ならびに医療および臨床前デ
バイスの調整の目的の両方において、水中でのＵＨＦ超音波の特性を理解する必要性があ
る。加えて、現代の高度なＦＥＡモデル化を利用するために、アレイのピッチにおける、
またはさらにはそれを下回る音場を正確に測定する必要性がある。高調波の正確な測定を
確実にし、比較的に大きい開口ハイドロホンを用いて測定される短波長音波から生じる空
間的不確定性を低減させるために、より高い周波数較正を伴うより小さい開口ハイドロホ
ンの必要性が明確にある。
【０００５】
　超音波トランスデューサが食品医薬品局（ＦＤＡ）によって米国での臨床使用に関して
承認され得る、または欧州での臨床使用に関してＣＥマークを取得し得る前に、トランス
デューサによって生産される音響エネルギーは、特性評価されなければならない。特性評
価は、圧力度のマップを生産し、集束帯が明確に画定され、トランスデューサが望ましく
ない場所においてエネルギーのホットスポットを生産していないことを確実にする。同様
に、特性評価は、生産されるエネルギーがそれほど大きくないため、これが組織内の空洞
化を検査されるようにし、電力出力が種々の組織によって課せられる許容可能限度内であ
ることを確認する。明確に確立された基準が、規制上の承認のために要求される試験プロ
トコルおよび結果を規定するために存在する。しかしながら、ＵＨＦ超音波は、好適に小
さいハイドロホン開口サイズおよび十分に高い周波数較正データの欠如に起因して、これ
らの試験をますます限界およびそれ以上まで高めている。
【０００６】
　図２に示されるように、殆どのトランスデューサ試験は、液体槽４０（典型的には、脱
気された水であるが、別の液体でもあり得る）内でトランスデューサ２０を動作させるこ
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とによって実施される。ハイドロホン５０が、超音波ビームの経路内のコンピュータ制御
ステージ（図示せず）上に配置される。トランスデューサが動作されると、ステージは、
ハイドロホンに、いくつかの場所において集束帯の場所およびビームの強度を測定させる
ために移動される。ハイドロホンからの信号が、トランスデューサが意図されるように動
作していることを確認するために、コンピュータシステムによって記憶される。空間内の
強度測定値のプロットが、超音波トランスデューサビームの特性を定義する。
【０００７】
　膜式ハイドロホンは、その平坦な周波数応答および試験中のデバイス（ＤＵＴ）によっ
て生成される放射パターンとの単純な相互作用のため、超音波ビームをサンプリングする
際の使用に最も望ましい。ビームを効果的にサンプリングすることが可能であるために、
ハイドロホンの活性面積は、検査中のトランスデューサの集束帯よりも実質的に小さくな
ければならない。過去には、高周波数超音波トランスデューサを試験するために使用され
得る、十分に小さい活性面積を伴う膜式ハイドロホンを確実に製造することは、困難であ
った。したがって、ユーザは、測定されている放射パターンとの望ましくない共振および
相互作用を呈する、針タイプハイドロホンを使用することを余儀なくされていた。加えて
、いわゆる「リップスティック式」ハイドロホン等の望ましくない共振を最小限にするた
めに設計されている特別に成形された針ハイドロホンが、使用される。しかしながら、実
践では、そのような形状を非常に高い周波数の超音波特性評価のために十分に小さいスケ
ールに正確に製造することは、困難である。その結果、針タイプハイドロホンは、高周波
数ビームパターンを特性評価する際に膜式ハイドロホンほど正確ではない。
【０００８】
　これらの問題を考慮して、改良された高周波数膜式ハイドロホンならびにそのようなハ
イドロホンを製造するための方法の必要性がある。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　これらおよび他の問題に対処するために、本明細書に開示される技術は、高周波数超音
波トランスデューサを特性評価する際に使用するための新規の膜式ハイドロホン設計およ
び膜式ハイドロホンを製造する方法に関連する。そのような特性評価は、臨床使用のため
のトランスデューサを認証するために使用されることができるが、また、超音波トランス
デューサ設計の開発および試験において使用されることもできる。一実施形態では、ハイ
ドロホンが、支持構造を横断して延伸され、金または金＋クロムの薄層等の導電性材料を
用いて両側上でコーティングされる、圧電膜を含む。導電性材料の一部が、次いで、圧電
膜の各側から除去され、膜の一方の側上に正の電極を作成し、膜の他方の側上に負の電極
を作成する。正および負の電極は、ハイドロホンの活性面積を画定する小さい面積内で重
複する。一実施形態では、活性面積は、直径が１０～３０ミクロンである寸法を有する。
【００１０】
　いくつかの実施形態では、エキシマレーザ等のパターン化ツールが、圧電膜から導電性
材料の一部を選択的に除去し、膜上に電極を作成するために使用される。一実施形態では
、膜の両側上の導電性材料は、例えば、圧電膜を反転させる必要なく、膜の同一の側から
膜をレーザエネルギーに暴露することによって除去される。いくつかの実施形態では、１
つまたはそれを上回る整合特徴もしくは基準が、膜内に作成され、圧電膜がパターン化ツ
ールの座標系に対して正確に配置されることを可能にする。いったん整合されると、導電
性材料は、膜から正確に除去されることができる。
【００１１】
　いくつかの実施形態では、ハイドロホンは、圧電膜の両側上に重複する正および負の電
極を含み、膜の一方の側上の正の電極は、膜の他方の側上の対応する正の電極に電気的に
接続される。同様に、膜の一方の側上の負の電極は、膜の他方の側上の対応する負の電極
に電気的に接続される。いくつかの実施形態では、重複する電極は、レーザを用いて圧電
膜内に作成され、導電性材料を用いて充填される、１つまたはそれを上回る導電性ビアを
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用いて電気的に接続される。
【００１２】
　ハイドロホンの活性面積は、膜の一方の側上の正の電極の一部が膜の他方の側上の負の
電極と重複する場所に形成される。
【００１３】
　開示される発明のいくつかの実施形態では、本デバイスは、完全にポーリングされた圧
電ポリマーまたはコポリマー膜から加工され、未加工フィルムの積極的なポーリングによ
って達成される最大感度を可能にする。これは、意図される活性開口から離れた場所にお
いてスプリアス信号が検出されることに関連する課題につながり得る。開示される技術の
いくつかの実施形態では、圧電膜は、ポーリングされていない状態で本デバイスに加工さ
れ、したがって、電極は、活性面積をスポットポーリングするために使用され得る。本ア
プローチは、多くのスプリアス信号を低減または排除することができるが、減少された感
度およびスポットサイズ変動をもたらし得る。いくつかの実施形態では、オーバーレイす
る同様の極性の電極が、膜内の電場をクランプするために使用され、スポットポーリング
においてさらなる空間特異性を達成し、したがって、より精密かつ予測可能な活性スポッ
トサイズをもたらす。
【００１４】
　いくつかの他の実施形態では、圧電膜の一部は、望ましくない場所における受信された
音響エネルギーへの膜の電気的応答を低減させるために、これを導電性材料を用いてコー
ティングすることに先立って、選択的にデポーリングされ、したがって、（スポットポー
リングと比較して）膜全体のより積極的なポーリングを可能にする。一実施形態では、圧
電膜は、ハイドロホンの活性面積から離れた面積内で選択的にデポーリングされる。一実
施形態では、レーザパターン化ツールは、活性面積を除くハイドロホンの全ての面積にお
いて、膜が機械的にそのままの状態であるが、より圧電的に非効率的であるように、ＵＶ
レーザエネルギーを用いてポリマーを修正することによって、圧電膜をデポーリングする
ために使用される。さらに別の実施形態では、ポーリングされていない圧電コポリマー膜
が、本デバイスに加工され、レーザパターン化ツールが、活性面積を除く全ての面積にお
いて、膜を修正し、膜の圧電電位を低下させるために使用され、スポットポーリングが、
修正されていない活性面積内でのみ効果的に起こり得ることを確実にし、電極が、活性面
積に整合されるように堆積され、膜が、スポットポーリングされる。また別の実施形態で
は、先のアプローチは、スポットポーリング後に極めて明確に画定される活性開口を達成
するために、オーバーレイする同様の極性の電極設計と組み合わせられる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１Ａ】図１Ａは、従来の超音波トランスデューサアレイによって形成されるビームパ
ターンを図式的に図示する。
【００１６】
【図１Ｂ】図１Ｂは、従来の単一要素超音波トランスデューサによって形成されるビーム
パターンを図示する。
【００１７】
【図２】図２は、ハイドロホンを用いて超音波トランスデューサを試験するための従来の
システムを図示する。
【００１８】
【図３Ａ】図３Ａおよび３Ｂは、開示される技術の実施形態による、例示的高周波数膜ハ
イドロホンを図示する。
【図３Ｂ】図３Ａおよび３Ｂは、開示される技術の実施形態による、例示的高周波数膜ハ
イドロホンを図示する。
【００１９】
【図４】図４は、開示される技術の一実施形態に従って構築される、膜式ハイドロホンの
部分３次元裁断図を図示する。
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【００２０】
【図５Ａ】図５Ａは、開示される技術の一実施形態による、支持柱上に搭載される完全な
ハイドロホンを図示する。
【００２１】
【図５Ｂ】図５Ｂは、開示される技術の実施形態による、水に音響的に良好に合致するエ
ラストマ材料を用いてコーティングされる、ハイドロホンの上面上の電極の一部を図示す
る。
【００２２】
【図６】図６は、開示される技術の実施形態による、水に音響的に良好に合致するエラス
トマを用いてコーティングされる、ハイドロホンの底面を図示する。
【００２３】
【図７】図７は、開示される技術の別の実施形態による、圧電膜が導体の適用に先立って
処理され得る方法を図示する。
【００２４】
【図８】図８は、開示される技術の別の側面による、膜式ハイドロホンからの信号を調整
するために使用される緩衝回路の一実施形態を図示する。
【００２５】
【図９】図９は、開示される技術の別の実施形態に従って構築される、いくつかの活性面
積を有するアレイ式膜ハイドロホンを図示する。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　以下にさらに詳細に説明されるであろうように、開示される技術は、高周波数超音波ト
ランスデューサを特性評価するために使用され得る、１つまたはそれを上回る小さい活性
面積を伴う膜式ハイドロホンである。一実施形態では、膜が、例えば、３～１２ミクロン
厚さである厚さを有するＰ（ＶＤＦ－ＴｒＦＥ）等の薄フィルム圧電コポリマーから作製
される。しかしながら、他の厚さまたは他の圧電材料（ＰＶＤＦ等）も、使用され得る。
膜は、好ましくは、膜からいずれの皺も除去する様式でフレームを横断して延伸される。
一実施形態では、膜は、外側フープ上に保持され、次いで、膜の一部を溝の中に円周方向
に押圧し、これをドラムヘッドのように皺がないように延伸させる、内側フープによって
その外周の周囲で同時に延伸される。いったん膜が延伸されると、膜は、内側フープ内に
嵌合する円形フレームに接着され、フレームの外側の過剰な膜は、切り離される。フレー
ムは、次いで、ハイドロホンの一部を形成するために使用される。一実施形態では、フレ
ームは、約２ｃｍの直径を有するが、より大きいまたはより小さいフレームも、使用され
得る。
【００２７】
　フレームは、金属支持体に搭載され、次いで、スパッタリングまたは別のプロセスによ
って金もしくは金＋クロム（もしくは他の金属導体）等の金属導体を用いてコーティング
される。一実施形態では、膜上に配置される導体の厚さは、１，５００～２，５００オン
グストロームの厚さである。しかしながら、限定ではないが、３００オングストローム～
５，０００オングストローム等のはるかに薄いまたは厚い導体コーティングも、使用され
得る。
【００２８】
　膜の両側上の導電性コーティングは、次いで、ハイドロホンの活性面積を形成する、膜
の上面および底面上の導体の重複する部分を形成するようにパターン化される。重複する
導電性面積は、精密に整合されなければならず、いくつかの実施形態では、横断して約１
０～３０ミクロンであり、これは、米国仮出願第６２／２０６，８０８号に説明される技
法以前は、確実に製造することが可能ではなかった。
【００２９】
　図３Ａおよび３Ｂは、開示される技術の実施形態に従って構築される、ハイドロホン１
００の一実施形態を示す。ハイドロホン１００は、略丸形ディスクの圧電膜１０２を含み
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、これは、円形フレーム１０４に糊付けされ、これは、順に、支持体１０５に固着される
。一実施形態では、支持体１０５は、チタン等の導電性金属から作製される。第１の電極
１０６が、圧電膜の一方の側上にパターン化される一方、第２の電極（図示せず）が、圧
電膜の他方の側上にパターン化される。いくつかの実施形態では、圧電膜は、膜がレーザ
パターン化システムと整合されることを可能にするために、圧電膜を通して切断される位
置合わせ特徴または基準の対１０８、１１０（縮尺通りに描かれない）を含み得る。位置
合わせ特徴は、レーザを用いて作成されることができ、事実上、任意の形状（正方形、長
方形、十字形等）を有することができる。一実施形態では、位置合わせ特徴は、１辺あた
り約１０ミクロンの正方形である。位置合わせ特徴の角は、圧電膜がサブミクロンレベル
の正確度で整合されることを可能にする。
【００３０】
　金属導体を用いてコーティングされる膜の両側では、エキシマレーザまたは他のパター
ン化ツールが、膜が比較的に影響を受けないような様式で、圧電膜の表面から導電性コー
ティングの一部を除去するために使用される。
【００３１】
　一実施形態では、いったん電極パターンが膜の第１の側上に作成されると、膜は、反転
され、１つまたはそれを上回る位置合わせ特徴１０８、１１０を使用して、パターン化ツ
ールに整合される。いったん整合されると、パターン化ツールは、膜の第２の側上に電極
を形成する。開示される技術の一実施形態では、膜の第１の側上の電極は、ハイドロホン
の正の電極を形成する一方、圧電膜の他方の表面上の第２のより大きい電極は、接地され
る。
【００３２】
　以下に詳細に説明される別の実施形態では、膜の両側上の電極の実質的大部分が、膜の
片側をレーザエネルギーに暴露することによって作成されることができる。本実施形態で
は、位置合わせ特徴または基準は、必要とされない場合がある。
【００３３】
　細いワイヤ１２０（例えば、金接合ワイヤまたは銀めっきされた銅バスワイヤ）が、膜
上の第１の電極に接続されることができる。加えて、接合ワイヤが、第２の電極にも同様
に接続されることができる、またはフレーム１０４および／もしくは支持体１０５が導電
性である場合、フレームは、第２の電極に接続するように使用されることができる。一実
施形態では、音響的に合致するエラストマ１２６が、ハイドロホンの裏側にわたって傾注
される。別の実施形態では、合致するエラストマは、省略され、個別の電極を伴う膜の両
側を、最大感度のために被覆されないままにし得る。一実施形態では、エラストマ１２６
は、水のものに密接に合致する音響インピーダンスを有するシリコーンゴムから作製され
る。
【００３４】
　いくつかの実施形態では、支持体１０５上に配置されるプリント回路基板に緩衝増幅器
を搭載する、またはハイドロホンの膜上に直接緩衝増幅器を搭載することが、有利であり
得る。緩衝増幅器は、生産される信号の利得を増加させる、および／または信号をバッフ
ァリングすることができ、したがって、これは、信号ケーブル（図示せず）によって搬送
されることができる。一実施形態では、ハイドロホンの支持体１０５は、ＳＭＡまたは他
の形式のコネクタ１２８を用いて嵌合される。ＳＭＡコネクタ１２８は、同軸コネクタで
あり、外側シールドが、導電性支持体１０５または負の電極に接続され、中心導体が、正
の電極（または使用される場合、緩衝増幅器の出力）に接続される。ＳＭＡコネクタへの
接続はまた、所望される場合、逆転され得る。
【００３５】
　膜ハイドロホンの別の実施形態が、図４に示される。本実施形態では、膜上の導体は、
膜の上面および底面上に実質的に合致する電極を作成するようにパターン化される。本実
施形態では、圧電膜の上面および底面上の２つの正の電極は、相互に重複し、圧電膜の上
面および底面上の２つの負の電極は、相互に重複する。上面上の正の電極は、ハイドロホ
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ンの活性面積内を除いて、底面上の負の電極と重複しない（逆もまた同様である）。図４
は、実線において示される電極パターンが、膜の上面上にあり、破線において示される電
極パターンが、膜の底面上にある、ハイドロホン２００の部分３次元断面図である。膜の
上面は、接地板または接地電極２１４によって囲繞される、Ｔ形電極２１０（縮尺通りに
描かれない）を含む。実質的に同じＴ形電極２１２が、膜の底面上に形成され、膜の上面
上の電極２１０の真下に位置する。接地板電極２１４と実質的に同一の形状を有する対応
する接地板または接地電極２１６が、膜の上面上にある接地板２１４の真下の膜の底面上
に位置する。いくつかの実施形態では、接地板電極２１４、２１６は、全ての側上の正の
電極の外周を囲繞する間隙によって、正の電極２１０、２１２から分離される。
【００３６】
　いくつかの実施形態では、圧電膜の上面および底面上の正の電極ならびに圧電膜の上面
および底面上の負または接地板電極は、電気的に接続される。いくつかの実施形態では、
１つまたはそれを上回るビア２２０が、導電性エポキシまたは他の導電性材料を用いて充
填され、上部の正の電極２１０を底部の正の電極２１２に電気的に接続する。類似する１
つまたはそれを上回る充填されたビアが、上部の接地板電極２１４を底部の接地板電極２
１６と電気的に接続する。ビアは、圧電膜を通して孔を燃焼させるようにレーザを用いて
形成されることができ、これは、次いで、導電性エポキシ等の導電性材料を用いて充填さ
れる。ビア２２０はまた、充填されないままであり、膜がスパッタリングされる前に、そ
れらが膜に切り込まれた場合、それを通してスパッタリングされ得る。延伸される圧電膜
を支持するフレームまたはその一部が、導電性である場合、電極２１４、２１６は、フレ
ームを通して電気的に接続されることができ、より大きい負の電極２１４、２１６のため
のビアは、排除され得る。示される実施形態では、重複するＴ形電極２１０、２１２は、
ハイドロホンのための正の電極である一方、重複する接地板２１４、２１６は、電気的に
接地される。しかしながら、極性は、逆転され得る。
【００３７】
　膜ハイドロホンでは、上部の接地板電極２１４の対応して成形されたタブ部分２１４ａ
の下にある、底部の正の電極２１２のタブ部分２１２ａが存在する。２つのタブ部分２１
２ａ、２１４ａ間の重複は、ハイドロホンの活性面積を形成し、これは、音響エネルギー
に暴露されると、信号を生産する。いくつかの実施形態では、重複する正の電極および接
地電極の面積は、約９００平方ミクロンである。しかしながら、本明細書に開示されるハ
イドロホンの他の実施形態の重複する面積（または活性面積）は、約１００平方ミクロン
～約１０，０００平方ミクロンであり得る。しかしながら、より大きいまたはより小さい
重複する領域もまた、使用され得る。活性面積の最適なサイズは、分析されるべき超音波
トランスデューサの動作周波数に依存する。活性面積が小さすぎる場合、感度は、低すぎ
、許容不可能なＳＮＲ、増加された不確定性、および増加された試験時間をもたらし得る
。一方、活性面積が大きすぎる場合、空間平均化は、許容不可能な空間的およびスペクト
ル的不確定性につながる不正確度を引き起こし得る。
【００３８】
　示される実施形態では、膜の上面上の接地板２１４のタブ部分２１４ａと正の電極２１
０との間に間隙２１１が存在する。同様に、膜の底面上の正の電極１２のタブ部分２１２
ａと囲繞する接地板２１６との間に間隙２１３が存在する。一実施形態では、間隙２１１
、２１３は、電極の重複する部分（例えば、活性面積）が略正方形であるように直線であ
る。別の実施形態では、間隙は、活性面積が略円形であるように湾曲し得る。他の形状の
活性面積（長円形、星形等）もまた、パターン化ツールを用いて作成されることができる
。
【００３９】
　一実施形態では、間隙２１１および２１３は、約５μｍの類似する幅を有する。しかし
ながら、それらは、約１．５μｍと同程度の小ささから最大１００ミクロンと同程度の大
きさであり得る。間隙２１１は、間隙２１３と同一の幅であり得る、またはそれらは、異
なる幅であり得る。タブ２１２ａおよび２１４ａの上側の面積によって画定される活性面
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積の長さと組み合わされる間隙の幅は、間隙２１１および２１３と併せて調整され、膜内
の非ノーマル電場成分を考慮することによって、活性面積の有効スポットサイズを制御す
ることができる。例えば、正方形の有効活性面積が所望される場合、より小さい重複する
長さが、タブ２１２ａおよび２１４ａの幅に対して間隙２１１および２１３の近位縁間の
距離を減少させることによって、採用され得る。
【００４０】
　電気導体２２４が、高周波数超音波信号に暴露されると、電極の重複する領域によって
生産される信号を増幅する、広帯域緩衝増幅器（図示せず）に信号電極２１０、２１２を
接続する。示される実施形態では、導体２２４は、ハイドロホンの下側上の正の電極２１
２に接続される。しかしながら、導体は、ハイドロホンの上面上の正の電極にも接続され
得る。一実施形態では、信号電極は、広帯域緩衝増幅器に容量的に結合され、いかなるＤ
Ｃオフセットも信号および接地電極間に存在しないことを確実にする。一実施形態では、
信号電極は、値が約１０ｎＦの直列に接続されたコンデンサ２２６によって、広帯域増幅
器の入力に接続され得る。当業者は、他の値も、所望の周波数およびインピーダンス特性
に応じて使用され得ることを理解するであろう。一実施形態では、接地板２１４、２１６
は、はんだを用いて膜を支持するフレームに短絡される。増幅器からの信号は、同軸ケー
ブルまたは他の電気導体によって、超音波トランスデューサによって生産されるビームパ
ターンを特性評価するために信号を記憶および分析する受信側電子機器（図示せず）に搬
送されることができる。図５Ａに示されるように、完成した膜ハイドロホンは、試験され
ているトランスデューサに対して種々の場所に位置付けられる移動可能ステージ内にハイ
ドロホンが搭載されることを可能にする、支柱２２８に固着される。図５Ａは、より縮尺
通りに描かれ、示される実施形態では、Ｔ形電極の長さは、約７．５ｍｍである一方、重
複する電極区分の長さは、約３０μｍである。比較のために、海浜砂の粒子は、１００μ
ｍまたはそれを上回る。したがって、精密なパターン化ツールが、膜上に重複する面積を
正確に形成するために要求される。
【００４１】
　電極パターンを作成するために、膜上の導電性コーティングは、導体を除去するが、膜
自体に害を及ぼさないレーザを用いてパターン化される。一実施形態では、第１のレーザ
パルスが、膜の上面上の導体を除去し、同一の場所における（および膜の同一の側上の）
第２のパルスが、膜の底面上の導体を除去する。Ｔ形電極を作成するために、二重パルス
が、したがって、Ｔ形電極２１０、２１２の形状を輪郭形成するために使用される。Ｔ形
電極２１０の端部と接地板２１４のタブ部分２１４ａとの間の間隙２１１を形成するため
に、レーザパルスのサイズは、間隙の所望のサイズに設定され、単一パルスが、レーザが
移動されるにつれて、膜の上面上の導体のみを除去するために使用される。レーザパルス
の精密な制御は、膜の一方の側上のみの電極材料の除去を確実にし、他方の側上の電極が
損傷されないままにする。
【００４２】
　底部のＴ形電極２１２のタブ部分２１２ａと囲繞する接地板２１６との間の間隙２１３
を形成するために、膜は、反転され、単一パルスが、膜の底面上の導体を除去するために
使用される。導体が除去されると、膜は、可視光およびＵＶ光の両方に対して実質的に透
明であるため、レーザの整合システムとの膜の位置合わせは、簡略化される。加えて、上
部電極および底部電極の大部分は、レーザを使用して、膜の同一の側からパターン化され
得るため、上部電極および底部電極の整合は、非常に正確である。正確な電極画定ならび
に小さい精密な間隙２１１および２１３は、非常に正確かつ予測可能な活性面積を可能に
し、これは、活性面積寸法が膜の厚さにより近づくにつれて重要であり、非ノーマル電場
成分の精密な制御および最小化を可能にする。
【００４３】
　開示される実施形態は、Ｔ形電極を使用するが、「Ｉ形」もしくは「Ｌ形」電極または
他の形状等の他の形状も使用され得ることを理解されたい。
【００４４】
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　圧電膜の両側上の二重電極の使用は、特に、ハイドロホンの構築において事前ポーリン
グされた膜を使用するとき、有利であることが証明されている。示される実施形態では、
重複する電極は、信号電極トレースを含有する膜の全ての面積および接地電極を含有する
全ての面積において、ゼロ（またはほぼゼロ）の電場条件を強制する。いくつかの先の実
施形態では、水のわずかな導電率ならびに電極および薄い圧電膜に接続する緩衝回路内の
感受性電子機器に起因して、二重電極を伴わないハイドロホンは、信号を生産するために
接地電極を要求せず、任意のクランプされていない信号トレースが、スプリアス信号を生
成し得ることが見出された。本条件は、非常に少ない量の電荷が、活性面積からの信号を
測定するために要求される感受性電子機器において検出されるため、説明される高周波数
ハイドロホンにおいて望ましい薄い圧電膜の使用によって特に悪化する。
【００４５】
　別の実施形態では、ポーリングされていないフィルムで開始することが、可能である。
電極が、作成され、活性面積が、活性面積に印加される電圧および温度の好適な組み合わ
せを使用してスポットポーリングされる。二重電極設計と併せてポーリングされていない
フィルムを使用し、続けてスポットポーリングすることは、タブ２１４ａおよび２１２ａ
ならびに間隙２１１および２１３によって画定される非常に正確に画定された活性重複面
積の外側の信号を事実上排除する。
【００４６】
　示される実施形態では、電極設計において長方形または正方形活性面積が、開発のため
にハイドロホンのレーザ加工を簡略化するために、採用された。開示される技法は、上記
に説明されるような丸形電極を生産するように適合され得る。フォトアブレーションレー
ザマスクを通して作製され得る任意の電極形状（例えば、丸形、正方形、長円形、または
さらには星形）が、圧電膜を通した金属導体の除去（膜の切断を伴わない膜を通した位置
合わせ）とともに作製されることができる。
【００４７】
　いくつかの実施形態では、導体除去はさらに、いかなる導電性金属もレーザによってフ
ォトアブレーションされた面積内に残らないことを確実にするために、仕上げられた電極
パターンに適用される、弱金属エッチ（例えば、５％酢酸）によって強化される。レーザ
を用いて金属電極の１００％を除去することが可能である可能性は高いが、１００％の電
極除去を達成するようにレーザを完全に調整することは、課題である。したがって、一実
施形態では、ハイドロホン膜は、１００～２００オングストロームの金属を除去するため
に設計された弱化学エッチにおいて浸漬され、フォトアブレーション後に残された可能性
がある電極の任意の残留物が、膜の表面から除去されることを確実にする。当業者によっ
て理解されるであろうように、本化学エッチプロセスは、所望に応じて材料除去を最適化
するために、多くの方法で微調整されることができる。
【００４８】
　加えて、一実施形態では、膜の両側上の電極は、薄いフォトレジストまたは湿式エッチ
材料に耐えることが可能な他の材料においてコーティングされ得、レーザが、レジストお
よび導体材料の両方を除去し、要求される電極パターンを生産するために使用され得る。
当業者が理解するであろうように、そのようなレジスト層が使用されるとき、採用される
湿式エッチは、所望の残りの電極の劣化のリスクを伴わず、はるかにより積極的であり得
る。重複する電極面積２１２ａおよび２１４ａを作成するために使用される特殊な間隙領
域において本方法が採用されるために、フォトレジストとのレーザ相互作用を理解し、レ
ジストによるレーザエネルギーの吸収を適切に考慮するように注意しなければならない。
しかしながら、レジストは、上部電極および底部電極の両方が複数のレーザパルスを用い
て除去される、任意の面積において容易に採用され得る。しかしながら、湿式エッチは、
本明細書に説明される小開口ハイドロホンの構築のために使用される薄いポリマー膜との
化学的および熱的適合性を確実にするように注意深く選択されなければならない。
【００４９】
　本明細書に開示される技術は、膜の前側および後側上の導体が、膜の同一の側から除去
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され得るように電極材料を除去するために使用されるレーザの性質を制御することによっ
て、ハイドロホンの前側および裏側の両方から電極材料のほぼ完璧に位置合わせされた面
積を除去することを可能にする。これは、電極パターンのほぼ全体が膜の一方の側から作
成されることを可能にし、ハイドロホンの裏側に対するハイドロホンの前側のサブミクロ
ンの正確度を確実にする。
【００５０】
　いくつかの実施形態では、開示される技術はまた、重複する電極を前面から裏面に電気
的に接続するためのビアを含む。ビアは、レーザまたは他の手段ならびに導電性エポキシ
または前部電極および後部電極を導電的に接続するために使用される他の導電性手段（ス
パッタリング、ワイヤ等）を用いて作成されることができる。ビア以外の手段（例えば、
ワイヤ）が、一方の側上の電極を他方の側上の対応する電極に電気的に接続するために採
用され得るが、ビアは、非常に低いインピーダンスおよび低いインダクタンスの接続が、
機械的応力を殆どまたは全く伴わずに膜を通して切断するように単純にレーザを使用して
、作製されることを可能にする。そのような低インダクタンスおよび低インピーダンスの
接続は、膜が、非常に動的なＲＦ条件下にあっても、電極間のほぼゼロの電場にクランプ
され得ることを確実にする。
【００５１】
　電極パターンおよびビアが完成した後、一実施形態は、図６に示されるように、後部信
号電極および接地電極を被覆する、シリコーン等のポリマーエラストマ１２６を用いて後
部または底部電極を被覆する。当業者が理解するであろうように、いくつかのシリコーン
は、水に音響的に非常に良好に合致し、高周波数において比較的に高い音響損失を有し、
非常に高い電気絶縁特性が、信号電極が単一の電極絶縁帯域の領域においていかなるスプ
リアス音響信号をも生成することを防止する。シリコーンはまた、電極および膜を摩耗お
よび断裂から保護する役割を果たし、膜の堅性を大幅に強化し、走査システムのためによ
り高速の走査およびより厳しくない振動低減仕様を可能にする。ＴＰＸまたはＬＤＰＥま
たはポリウレタン等のエラストマまたはラテックス材料もしくは特別に開発された音響ポ
リマー材料等、水に良好に合致するエポキシまたはエンジニアリングプラスチック等の他
のポリマーも、それらが水に良好に合致し、低応力を用いて薄いハイドロホン膜に適用さ
れ得る（例えば、液体形態において傾注され、定位置で硬化される）限り、音響裏材また
は被覆材として使用され得る。
【００５２】
　図５Ｂに示されるように、いくつかの実施形態では、膜の上面上の正の電極の一部はま
た、音響合致エラストマ１２６によって被覆される。一実施形態では、エラストマは、顕
微鏡下で爪楊枝または他の小型アプリケータを使用して上部電極にわたって適用される。
しかしながら、他の精密材料堆積ツールも、使用され得ることを理解されたい。示される
実施形態では、ハイドロホンの活性面積にわたっていかなる音響合致エラストマも存在し
ない。
【００５３】
　一実施形態では、電極は、１つのパルスにおいて膜の前部から、第２のパルスにおいて
膜の後部から電極材料を除去するように調整されるＵＶレーザを使用して、コーティング
されたＰ（ＶＤＦ　ＴｒＦＥ）膜上にパターン化され、膜自体は損傷されないままにする
。前部電極の単一の面積が、膜から除去され、膜の前側上の接地板／電極から信号電極を
絶縁する。膜は、次いで、反転され、（透明膜を通してレーザアブレーションによって作
成された）膜の後部上のパターンに視覚的に整合される。いったん整合されると、後部電
極の単一の面積が、除去され、膜の後側上の接地板／電極から信号電極を絶縁する。膜の
前側上の接地電極パターンの一部が、膜の後側上の信号電極パターンの一部と重複する（
逆もまた同様である）。これは、膜上で信号および接地電極が重複する唯一の場所である
。電極が存在し、重複しない場所が、２つのみ膜上に存在する（例えば、重複する電極を
画定する小さい絶縁領域または間隙２１１および２１３）。
【００５４】
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　一実施形態では、導電性材料は、１，９００オングストロームの厚さにおいて適用され
るＣｒ／Ａｕである（他の導電性材料および厚さも、使用され得る）。導電性材料は、膜
の一方の側からマスクおよび１０倍縮小光学を通して作用するエキシマレーザを用いたア
ブレーションによって、膜の前面および後面の両方から除去される。レーザ波長は、２４
８ｎｍに設定され、フルエンスは、膜のアブレーション閾値を下回るように選択される。
一実施形態では、フルエンスは、０．２５Ｊ／ｃｍ２であるように選択される。本パルス
特性は、後面上の電極に影響を及ぼすことなく、電極材料が膜の前面から単一パルスにお
いて除去されることを可能にする。第２の同じパルスが、次いで、膜の後面から導電性材
料を除去するために使用される。これは、膜自体に悪影響を及ぼすことなく行われる。本
アプローチは、膜の対向する側上の重複する電極の縁を整合する課題を除去する。
【００５５】
　レーザ電力／波長／フルエンスの他の組み合わせも、底部電極に影響を及ぼすことなく
上部電極を除去するために、または上部電極および底部電極の両方を除去するために使用
されることができる。目標は、圧電要素のために使用されるポリマー膜によって有意に吸
収されないが、電極材料によって強力に吸収されるレーザパルスを使用することである。
一実施形態では、約１５ナノ秒の持続時間のパルスを伴う２４８ｎｍエキシマレーザが、
使用された。加えて、フォトアブレーションの使用は、複雑なパターンが膜上に集束され
ることを可能にし、それによって、間隙が単一パルスにおいて作製されることを可能にす
る。
【００５６】
　開示される技術の一実施形態によると、高周波数膜ハイドロホンが、その対向する側上
に導電性材料を有する圧電膜を含む。膜の各側から導体をアブレーションすることによっ
て、電極を作成することが所望される場合、前面上のアブレーションおよび後面の膜貫通
アブレーションによって、前部電極材料および後部電極材料上に１つまたはそれを上回る
位置合わせ特徴を形成し、前側基準および後側基準の優れた位置合わせを確実にすること
が、有利である。圧電膜の第１の側は、導電性材料の一部を除去することによって形成さ
れる第１の電極パターンを含む。圧電膜の第２の側は、導電性材料の一部を除去すること
によって形成される第２の電極パターンを含む。第１および第２の電極パターンは、ハイ
ドロホンの活性面積内で重複する。
【００５７】
　いくつかの実施形態では、ハイドロホンの活性面積を除く面積において圧電膜を「デポ
ーリング」することが、有利である。図７は、膜の圧電応答を低減させる様式で領域３０
２にわたってレーザによって処理される、圧電膜３００の一部を示す。一実施形態では、
処理は、ハイドロホンの活性面積を除く全ての面積において起こる。処理は、膜にわたっ
て導電性コーティングを印加することに先立って実施される。一実施形態では、１つまた
はそれを上回る基準３１０、３１２が、膜内に作成され、したがって、いったん電極パタ
ーンが形成されると、ハイドロホンの活性面積が、処理されていないままの面積上に形成
されることができる。
【００５８】
　レーザによって実施される処理は、膜が受信された音響エネルギーにあまり応答しない
ように圧電膜を修正する。これは、活性面積によって生成されるもの以外の電極の面積に
よって生成されるアーチファクトを低減させる。一実施形態では、面積３０２における処
理は、０．５～１Ｊ／ｃｍ２のレーザフルエンスおよび約２０Ｈｚのパルス繰り返し周波
数を伴う約１５ナノ秒の一連のパルスを用いて、圧電膜をパターン化することによって実
施される。
【００５９】
　図８は、遠隔コンピュータシステム（図示せず）内の処理電子機器に伝送されることに
先立って、ハイドロホンによって生産される信号を受信およびバッファリングするための
回路を図示する。回路は、緩衝増幅器４００を含み、これは、一実施形態では、コンデン
サ２２６を介してハイドロホンの正の電極に接続される正の入力を有するユニティゲイン
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８０４５）である。ハイドロホン上の負の電極は、プリント回路基板上の接地接続に接続
される。同軸ケーブル４０６が、緩衝増幅器４００によって増幅された信号をさらなる信
号処理回路（プリアンプ、Ａ／Ｄコンバータ、ＤＳＰ等）に搬送するために使用される。
緩衝増幅器のための正および負の電圧供給ならびにその上に緩衝増幅器が搭載されるプリ
ント回路基板のための接地接続が、別個のワイヤを介して供給される。一実施形態では、
プリント回路基板は、ハイドロホンの支持体１２６上に担持される。回路基板全体は、回
路が水中で動作するであろうように、防水シーラント内に入れられる。
【００６０】
　図９は、開示される技術の実施形態に従って構築される、ハイドロホンの代替実施形態
を示す。本実施形態では、グリッドハイドロホンが、膜の各表面上にいくつかの薄い電極
を含む。個々の電極は、ハイドロホンのいくつかの活性面積を形成するいくつかの場所に
おいて相互に重複する。示される実施形態では、いくつかの正の電極５００ａ、５００ｂ
…５００ｆが、膜の一方の側上にパターン化され、いくつかの負の電極が、膜の他方の側
上に形成される。ハイドロホンの活性面積が、正の電極が負の電極と重複する各場所にお
いて形成される。理解されるであろうように、電極のそれぞれは、別個の緩衝増幅器に、
または多重化装置もしくは同等物を使用して共通緩衝増幅器にのいずれかで個別に接続さ
れなければならない。
【００６１】
　図９に示されるアレイタイプハイドロホンは、どの正および負の電極が受信電子機器に
接続されるべきかを選択することによって、複数の場所がサンプリングされることを可能
にし、ハイドロホン自体は、移動される必要はない。一実施形態では、重複する電極は、
膜の各側をパターン化することによって作製されることができる、または両側からの材料
の除去を要求する面積が、上記に説明されるようにフィルムの片側からパターン化される
ことができる。
【００６２】
　より高い周波数の超音波は、付加的臨床使用を見出すため、高周波数超音波トランスデ
ューサは、それらが患者に対する使用に関して安全であることを確実にするために、試験
される必要があるであろう。開示される技術は、膜ハイドロホンが、十分に小さい活性面
積とともに製造されることを可能にし、したがって、それらは、２０～５０ＭＨｚおよび
それを上回る中心周波数を有するこれらの高周波数超音波トランスデューサからのビーム
パターンを分析するために使用されることができる。
【００６３】
　前述から、本発明の具体的実施形態は、例証を目的として本明細書に説明されたが、種
々の修正が、本発明の範囲から逸脱することなく成され得ることを理解されたい。故に、
本発明は、添付される請求項によるものを除いて限定されない。
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【図１Ａ】

【図１Ｂ】

【図２】

【図３Ａ】 【図３Ｂ】
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【図４】 【図５Ａ】

【図５Ｂ】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】

【手続補正書】
【提出日】平成30年4月17日(2018.4.17)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　高周波数超音波トランスデューサからの音響エネルギーを測定するための膜ハイドロホ
ンであって、
　フレームと、
　第１の側と、前記フレームによって支持される第２の側とを有する圧電膜であって、前
記圧電膜は、前記圧電膜の両側上に導電性材料を含む、圧電膜と、
　前記導電性材料内に形成された第１および第２の電極パターンであって、前記第１およ
び第２の電極パターンは、前記圧電膜の対向する側上で相互に重複し、前記ハイドロホン
の活性面積を画定する、第１および第２の電極パターンと、
　を備え、
　前記第１の電極パターンは、前記圧電膜の両側上に作成され、前記活性面積内を除いて
相互に重複し、かつ電気的に接続されており、
　前記第２の電極パターンは、前記圧電膜の両側上に作成され、前記活性面積内を除いて
相互に重複し、かつ電気的に接続されており、
　前記ハイドロホンの前記活性面積は、前記圧電膜の前記第１の側上の前記第１の電極パ
ターンと、前記圧電膜の前記第２の側上の前記第２の電極パターンの一部分との重複部分
によって画定されている、膜ハイドロホン。
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【請求項２】
　前記圧電膜の前記第１の側および前記第２の側上の第１の電極パターンを電気的に結合
する、１つまたはそれを上回る導電性ビアを前記圧電膜内にさらに備える、請求項１に記
載の膜ハイドロホン。
【請求項３】
　前記ハイドロホンの活性面積によって生産される信号を増幅するために、緩衝増幅器を
さらに備え、前記緩衝増幅器への入力は、前記膜上の電極パターンに容量的に結合される
、請求項１に記載の膜ハイドロホン。
【請求項４】
　レーザを用いて前記圧電膜に切り込まれた少なくとも１つの位置合わせ特徴をさらに備
える、請求項１に記載の膜ハイドロホン。
【請求項５】
　前記ハイドロホンの活性面積は、１，６００平方ミクロンを下回る面積を有する、請求
項１に記載の膜ハイドロホン。
【請求項６】
　前記ハイドロホンの活性面積は、９００平方ミクロンを下回る面積を有する、請求項１
に記載の膜ハイドロホン。
【請求項７】
　高周波数超音波トランスデューサからの音響エネルギーを測定するための膜ハイドロホ
ンを作製する方法であって、
　フレームを横断して圧電膜を延伸させるステップと、
　前記圧電膜の第１および第２の側に導電性層を適用するステップと、
　前記ハイドロホンの活性面積内で重複する第１および第２の電極パターンを作成するた
めに、前記圧電膜上の導電性層の一部を選択的に除去するステップであって、前記第１お
よび第２の電極パターンは、前記圧電膜の両側上に作成されており、前記活性面積内を除
いて相互に重複する、ステップと、
　前記圧電膜の両側上で前記第１の電極パターンを電気的に接続するステップと、
　前記圧電膜の両側上で前記第２の電極パターンを電気的に接続するステップと
　を含み、
　前記導電性層は、前記導電性層の一部を除去するために前記導電性層にレーザエネルギ
ーを印加し、前記圧電膜をそのままの状態に保つことによって除去される、方法。
【請求項８】
　前記導電性層は、
　前記膜の第１の側上に第１の電極パターンを作成するために、前記圧電膜の第１の側上
の導電性層にレーザエネルギーを印加するステップと、
　前記圧電膜の第２の側上に第１の電極パターンを作成するために、前記圧電膜の第１の
側に、前記導電性層が前記圧電膜の第１の側から除去された場所においてレーザエネルギ
ーを印加するステップであって、前記圧電膜の第１および第２の側上の第１の電極パター
ンは、前記ハイドロホンの活性面積内を除いて相互に重複する、ステップと、
　によって選択的に除去される、請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　前記導電性層は、スパッタリングツールを用いて適用される、請求項７に記載の方法。
【請求項１０】
　前記電極は、前記導電性層の一部が前記レーザを用いて前記圧電膜から除去された後、
化学エッチを前記圧電膜に適用することによって作成される、請求項７に記載の方法。
【請求項１１】
　前記電極は、レジスト層のレーザパターン化および化学エッチの組み合わせを用いて、
前記圧電膜から前記導電性コーティングを除去することによって作成される、請求項７に
記載の方法。
【請求項１２】
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　前記圧電膜の各側上の重複する第１の電極パターンを電気的に接続するために、導電性
ビアを前記圧電膜内に作成するステップをさらに含む、請求項７に記載の方法。
【請求項１３】
　前記導電性層を適用するステップに先立って、前記ハイドロホンの活性面積を除いて、
前記膜の圧電特性を低減させるように前記圧電膜の面積を処理するステップをさらに含む
、請求項７に記載の方法。
【請求項１４】
　前記圧電膜上の第１および第２の電極パターンにある電圧を印加することによって、前
記膜の活性面積をスポットポーリングするステップをさらに含む、請求項７に記載の方法
。
【請求項１５】
　高周波数超音波トランスデューサからの音響エネルギーを測定するための膜ハイドロホ
ンであって、
　圧電膜と、
　前記圧電膜の１つの表面上の第１の電極と、
　前記圧電膜の別の表面上の第２の電極であって、それによって、前記第１および第２の
電極は、直径が１０～３０ミクロンの面積内で重複する、第２の電極と、
　前記圧電膜を通して切断され、前記圧電膜が電極パターン化ツールと整合されることを
可能にする、少なくとも１つの位置合わせ特徴と、
　を備える、膜ハイドロホン。
【請求項１６】
　膜ハイドロホンであって、
　フレームと、
　第１の側と、前記フレームにおいて支持される第２の側とを有する圧電膜であって、前
記圧電膜は、前記圧電膜の両側上に導体を含む、圧電膜と、
　前記導体内にパターン化された実質的に同一の電極の第１の対であって、前記実質的に
同一の電極の第１の対は、前記圧電膜の前記第１および第２の側上で重複し、前記実質的
に同一の電極の第１の対は、１つまたはそれを上回るビアを用いて前記圧電膜を通して電
気的に接続されている、実質的に同一の電極の第１の対と、
　前記導体内にパターン化された実質的に同一の電極の第２の対であって、前記実質的に
同一の電極の第２の対は、前記圧電膜の前記第１および第２の側上で重複し、前記実質的
に同一の電極の第２の対は、電気的に接続されている、実質的に同一の電極の第２の対と
　を備え、
　前記圧電膜の前記第１の側上の前記第１の電極パターンの一部分は、前記圧電膜の前記
第２の側上の前記第２の電極パターンの一部分と重複し、前記ハイドロホンの活性面積を
作成する、膜ハイドロホン。
 
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１４】
　いくつかの他の実施形態では、圧電膜の一部は、望ましくない場所における受信された
音響エネルギーへの膜の電気的応答を低減させるために、これを導電性材料を用いてコー
ティングすることに先立って、選択的にデポーリングされ、したがって、（スポットポー
リングと比較して）膜全体のより積極的なポーリングを可能にする。一実施形態では、圧
電膜は、ハイドロホンの活性面積から離れた面積内で選択的にデポーリングされる。一実
施形態では、レーザパターン化ツールは、活性面積を除くハイドロホンの全ての面積にお
いて、膜が機械的にそのままの状態であるが、より圧電的に非効率的であるように、ＵＶ
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レーザエネルギーを用いてポリマーを修正することによって、圧電膜をデポーリングする
ために使用される。さらに別の実施形態では、ポーリングされていない圧電コポリマー膜
が、本デバイスに加工され、レーザパターン化ツールが、活性面積を除く全ての面積にお
いて、膜を修正し、膜の圧電電位を低下させるために使用され、スポットポーリングが、
修正されていない活性面積内でのみ効果的に起こり得ることを確実にし、電極が、活性面
積に整合されるように堆積され、膜が、スポットポーリングされる。また別の実施形態で
は、先のアプローチは、スポットポーリング後に極めて明確に画定される活性開口を達成
するために、オーバーレイする同様の極性の電極設計と組み合わせられる。
　本発明は、例えば、以下を提供する。
（項目１）
　高周波数超音波トランスデューサからの音響エネルギーを測定するための膜ハイドロホ
ンであって、
　フレームと、
　第１の側と、上記フレームによって支持される第２の側とを有する圧電膜であって、上
記圧電膜は、上記圧電膜の両側上に導電性材料を含む、圧電膜と、
　上記導電性材料内に形成された第１および第２の電極パターンであって、上記第１およ
び第２の電極パターンは、上記圧電膜の対向する側上で相互に重複し、上記ハイドロホン
の活性面積を画定する、第１および第２の電極パターンと、
　を備え、
　上記第１の電極パターンは、上記圧電膜の両側上に作成され、上記活性面積内を除いて
相互に重複し、
　上記第２の電極パターンは、上記圧電膜の両側上に作成され、上記活性面積内を除いて
相互に重複する、膜ハイドロホン。
（項目２）
　上記圧電膜の各側上の第１の電極パターンは、電気的にともに結合される、項目１に記
載の膜ハイドロホン。
（項目３）
　上記圧電膜の各側上の第１の電極パターンを電気的に結合する、１つまたはそれを上回
る導電性ビアを上記圧電膜内にさらに備える、項目２に記載の膜ハイドロホン。
（項目４）
　上記ハイドロホンの活性面積によって生産される信号を増幅するために、緩衝増幅器を
さらに備え、上記緩衝増幅器への入力は、上記膜上の電極パターンに容量的に結合される
、項目１に記載の膜ハイドロホン。
（項目５）
　レーザを用いて上記圧電膜に切り込まれた少なくとも１つの位置合わせ特徴をさらに備
える、項目１に記載の膜ハイドロホン。
（項目６）
　上記ハイドロホンの活性面積は、１，６００平方ミクロンを下回る面積を有する、項目
１に記載の膜ハイドロホン。
（項目７）
　上記ハイドロホンの活性面積は、９００平方ミクロンを下回る面積を有する、項目１に
記載の膜ハイドロホン。
（項目８）
　高周波数超音波トランスデューサからの音響エネルギーを測定するための膜ハイドロホ
ンを作製する方法であって、
　フレームを横断して圧電膜を延伸させるステップと、
　上記圧電膜の第１および第２の側に導電性層を適用するステップと、
　上記ハイドロホンの活性面積内で重複する第１および第２の電極パターンを作成するた
めに、上記圧電膜上の導電性層の一部を選択的に除去するステップと、
　を含み、
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　上記導電性層は、上記導電性層の一部を除去するために上記導電性層にレーザエネルギ
ーを印加し、上記圧電膜をそのままの状態に保つことによって除去される、方法。
（項目９）
　上記導電性層は、
　上記膜の第１の側上に第１の電極パターンを作成するために、上記圧電膜の第１の側上
の導電性層にレーザエネルギーを印加するステップと、
　上記圧電膜の第２の側上に第１の電極パターンを作成するために、上記圧電膜の第１の
側に、上記導電性層が上記圧電膜の第１の側から除去された場所においてレーザエネルギ
ーを印加するステップであって、上記圧電膜の第１および第２の側上の第１の電極パター
ンは、上記ハイドロホンの活性面積内を除いて相互に重複する、ステップと、
　によって選択的に除去される、項目８に記載の方法。
（項目１０）
　上記導電性層は、スパッタリングツールを用いて適用される、項目８に記載の方法。
（項目１１）
　上記電極は、上記導電性層の一部が上記レーザを用いて上記圧電膜から除去された後、
化学エッチを上記圧電膜に適用することによって作成される、項目８に記載の方法。
（項目１２）
　上記電極は、レジスト層のレーザパターン化および化学エッチの組み合わせを用いて、
上記圧電膜から上記導電性コーティングを除去することによって作成される、項目８に記
載の方法。
（項目１３）
　上記圧電膜の各側上の電極パターンを電気的に接続するために、導電性ビアを上記圧電
膜内に作成するステップをさらに含む、項目８に記載の方法。
（項目１４）
　上記導電性層を適用するステップに先立って、上記ハイドロホンの活性面積を除いて、
上記膜の圧電特性を低減させるように上記圧電膜の面積を処理するステップをさらに含む
、項目８に記載の方法。
（項目１５）
　上記圧電膜上の第１および第２の電極パターンにある電圧を印加することによって、上
記膜の活性面積をスポットポーリングするステップをさらに含む、項目８に記載の方法。
（項目１６）
　高周波数超音波トランスデューサからの音響エネルギーを測定するための膜ハイドロホ
ンであって、
　圧電膜と、
　上記圧電膜の１つの表面上の第１の電極と、
　上記圧電膜の別の表面上の第２の電極であって、それによって、上記第１および第２の
電極は、直径が１０～３０ミクロンの面積内で重複する、第２の電極と、
　上記圧電膜を通して切断され、上記圧電膜が電極パターン化ツールと整合されることを
可能にする、少なくとも１つの位置合わせ特徴と、
　を備える、膜ハイドロホン。
（項目１７）
　高周波数超音波トランスデューサからの音響エネルギーを測定するための膜ハイドロホ
ンであって、
　圧電膜と、
　上記圧電膜の１つの表面上のいくつかの電極と、
　上記圧電膜の別の表面上のいくつかの電極であって、それによって、上記表面上の電極
は、グリッドパターンの活性面積内で重複する、いくつかの電極と、
　を備える、膜ハイドロホン。
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